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�②

③

論壇
本
稿
で
は
、
本
年
７
月
の
海

外
税
制
視
察
の
内
容
の
概
要
報

告
と
日
本
の
税
制
改
革
へ
の
示

唆
を
若
干
検
討
す
る
。

視
察
団
の
概
要

こ
の
海
外
税
制
視
察
は
、
東

京
税
理
士
会
の
山
本
守
之
氏
、

岩
下
忠
吾
氏
、
多
田
雄
司
氏
及

び
北
海
道
税
理
士
会
の
石
丸
修

太
郎
氏
を
中
心
と
し
て
毎
年
７

月
の
初
め
に
行
わ
れ
て
い
る
も

の
で
、
各
国
の
財
務
省
等
を
中

心
に
訪
問
し
て
い
る
。

本
年
（
平
成
１８
年
）
は
、
７

月
１
日
か
ら
９
日
に
か
け
オ
ー

ス
ト
リ
ア
の
ウ
ィ
ー
ン
、
ハ
ン

ガ
リ
ー
の
ブ
ダ
ペ
ス
ト
と
エ
ス

テ
ル
ゴ
ム
市
を
訪
問
。
視
察
先

は
、
Ｋ
Ｐ
Ｍ
Ｇ
ウ
ィ
ー
ン
、
ブ

ダ
ペ
ス
ト
の
ハ
ン
ガ
リ
ー
財
務

省
、
エ
ス
テ
ル
ゴ
ム
市
の
日
本

の
自
動
車
会
社
ス
ズ
キ
の
現
地

法
人
（
マ
ジ
ャ
ー
ル
・
ス
ズ

キ
）
で
あ
っ
た
。

以
下
で
は
紙
幅
の
関
係
上
、

ウ
ィ
ー
ン
Ｋ
Ｐ
Ｍ
Ｇ
で
の
オ
ー

ス
ト
リ
ア
の
法
人
税
関
係
と
ハ

ン
ガ
リ
ー
財
務
省
で
の
個
人
所

得
税
関
係
の
視
察
内
容
を
中
心

に
報
告
す
る
。

オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
法
人
税

１

概
要

法
人
税
の
税
収
に
占
め
る
割

合
は
７
％
程
度
で
あ
り
、
２
０

０
５
年
度
よ
り
税
率
が
３４
％
か

ら
２５
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
、
そ

の
割
合
は
減
少
傾
向
に
あ
る
。

２
０
０
５
年
の
改
正
で
は
、
税

率
を
引
き
下
げ
た
こ
と
の
他
、

子
会
社
買
収
時
の
支
払
利
息
の

損
金
算
入
を
認
め
、
外
国
子
会

社
株
式
の
売
却
益
を
非
課
税
と

し
た
。
国
外
か
ら
の
投
資
を
促

進
す
る
政
策
を
推
し
進
め
て
い

る
。

２

欠
損
金
の
繰
越

１
９
９
１
年
以
降
に
生
じ
た

欠
損
金
は
無
期
限
に
繰
越
可
能

で
あ
る
が
、
当
該
年
度
に
生
じ

た
所
得
の
７５
％
の
み
が
控
除
可

能
で
あ
り
、
残
額
は
翌
期
以
降

に
繰
り
越
さ
れ
る
。
日
本
に
お

い
て
繰
越
が
７
年
に
制
限
さ
れ

て
い
る
の
と
は
対
照
的
で
あ

る
。
た
だ
し
①
７５
％
以
上
の
株

主
が
変
更
と
な
っ
た
こ
と
②
事

業
内
容
の
変
更
が
あ
っ
た
こ
と

③
取
締
役
の
大
多
数
が
入
れ
替

わ
っ
た
こ
と
、
の
３
つ
の
要
件

を
全
て
満
た
し
た
場
合
に
は
、

雇
用
の
確
保
を
目
的
と
す
る
場

合
以
外
は
、
繰
越
欠
損
金
は
消

滅
す
る
。
日
本
で
も
平
成
１８
年

改
正
で
類
似
の
制
度
が
導
入
さ

れ
て
い
る
。

３

外
国
支
店

オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
外
国
支
店

の
取
り
扱
い
は
、
日
本
で
採
用

さ
れ
て
い
る
外
国
税
額
控
除
方

式
で
は
な
く
、
エ
グ
ゼ
ン
プ
シ

ョ
ン
・
メ
ソ
ッ
ド
（e

x
e
m
p

t
io
n
m
e
t
h
o
d

）（
外
国
で

課
税
さ
れ
た
所
得
に
は
本
国
で

は
免
税
と
す
る
方
法
）
が
採
用

さ
れ
て
い
る
。

４

配
当
金

国
内
の
法
人
か
ら
受
け
る
配

当
金
は
非
課
税
。
外
国
子
会
社

か
ら
受
け
る
配
当
金
も
次
の
要

件
を
満
た
せ
ば
非
課
税
で
あ

る
。

（
ア
）
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
親
会

社
が
、
税
制
上
の
無
限
責
任

を
負
っ
て
い
て
、
全
世
界
所

得
を
申
告
し
て
い
る
こ
と
。

（
イ
）
外
国
子
会
社
の
規
制
さ

れ
る
税
制
が
、
オ
ー
ス
ト
リ

ア
の
税
制
と
ほ
ぼ
同
じ
で
あ

る
こ
と
。

（
ウ
）
最

低
１
年

以

上
、
１０
％

以
上
の
株
式
を
有
し
て
い
る

子
会
社
、
関
連
会
社
か
ら
の

配
当
で
あ
る
こ
と
。

５

キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン

国
内
の
子
会
社
株
式
売
却
益

は
通
常
の
所
得
と
し
て
課
税
さ

れ
る
が
、
外
国
子
会
社
売
却
益

は
、
Ｅ
Ｕ
の
親
子
会
社
指
令
に

基
づ
き
、
前
述
４
の
（
ア
）
か

ら
（
ウ
）
の
要
件
を
満
た
し
た

場
合
は
非
課
税
。
な
お
（
ウ
）

の
要
件
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｕ
指
令

で
は
２
０
１
１
年
ま
で
に
、
持

株
割
合
を
２５
％
か
ら
１０
％
に
段

階
的
に
毎
年
５
％
ず
つ
引
き
下

げ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
が
、

そ
れ
に
先
駆
け
て
１０
％
と
し
て

い
る
。

６

グ
ル
ー
プ
納
税
制
度

法
人
の
選
択
に
よ
り
グ
ル
ー

プ
納
税
制
度
の
適
用
が
可
能
。

２
０
０
５
年
の
改
正
に
よ
り
、

外
国
子
会
社
の
損
失
を
取
り
込

む
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
っ

た
点
に
特
徴
が
あ
る
。

①
マ
ー
ク
ス
＆
ス
ペ
ン
サ
ー
事

件こ
こ
で
、
視
察
先
の
選
定
の

き
っ
か
け
と
な
っ
た
、
２
０
０

５
年
（
平
成
１７
年
）
１２
月
の
欧

州
裁
判
所
で
の
マ
ー
ク
ス
＆
ス

ペ
ン
サ
ー
（
Ｍ
＆
Ｓ
）
事
件
判

決
に
つ
い
て
触
れ
る
。

Ｍ
＆
Ｓ
は
英
国
内
外
に
複
数

の
子
会
社
を
持
つ
英
国
法
人
。

ベ
ル
ギ
ー
、
フ
ラ
ン
ス
、
ド
イ

ツ
、
ス
ペ
イ
ン
に
子
会
社
を
設

立
し
た
が
、
９０
年
代
後
半
に
外

国
子
会
社
の
業
績
が
思
わ
し
く

な
く
巨
額
の
損
失
を
計
上
し

た
。
Ｍ
＆
Ｓ
は
英
国
本
国
に
お

け
る
税
務
申
告
に
お
い
て
、
外

国
子
会
社
の
損
失
と
親
会
社
の

利
益
を
相
殺
し
て
申
告
を
し
よ

う
と
し
た
が
、
内
国
歳
入
庁
は

こ
れ
を
認
め
な
か
っ
た
。
英
国

に
は
企
業
グ
ル
ー
プ
内
の
損
益

通
算
を
認
め
る
「
グ
ル
ー
プ
・

リ
リ
ー
フ
制
度
」
が
あ
る
が
、

内
国
歳
入
庁
の
主
張
は
、
こ
の

制
度
は
国
内
の
グ
ル
ー
プ
会
社

に
限
定
さ
れ
る
と
い
う
。
こ
れ

に
対
し
て
、
Ｍ
＆
Ｓ
は
Ｅ
Ｕ
域

内
の
外
国
子
会
社
に
グ
ル
ー
プ

・
リ
リ
ー
フ
制
度
が
適
用
と
な

ら
な
い
の
は
、
設
立
の
自
由
を

認
め
る
Ｅ
Ｕ
条
約
違
反
で
あ
る

と
し
て
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
判
断
を

求
め
た
。
そ
れ
に
対
し
Ｅ
Ｕ
裁

判
所
は
、
基
本
的
に
Ｍ
＆
Ｓ
の

勝
訴
と
し
た
。

た
だ
し
、
Ｅ
Ｕ
域
内
の
外
国

子
会
社
に
つ
い
て
グ
ル
ー
プ
・

リ
リ
ー
フ
が
適
用
さ
れ
る
の

は
、
外
国
子
会
社
の
損
失
が
将

来
に
わ
た
っ
て
利
用
で
き
な
い

場
合
等
、
限
定
さ
れ
た
ケ
ー
ス

と
な
っ
て
い
る
。

前
述
の
と
お
り
、
オ
ー
ス
ト

リ
ア
の
グ
ル
ー
プ
納
税
制
度
で

は
、
２
０
０
５
年
の
改
正
で
外

国
子
会
社
に
お
い
て
生
じ
た
欠

損
金
を
親
会
社
で
控
除
す
る
こ

と
が
可
能
と
な
っ
た
。
こ
の
改

正
は
Ｍ
＆
Ｓ
事
件
の
直
接
の
影

響
に
よ
る
も
の
で
は
な
く
、
外

国
か
ら
の
投
資
促
進
政
策
の
一

環
で
あ
る
よ
う
で
あ
る
が
、
日

本
を
含
め
た
他
国
に
は
な
い
制

度
で
あ
り
、
興
味
深
い
。

②
適
用
要
件
、
連
結
の
範
囲
等

制
度
適
用
の
た
め
に
は
税
務

当
局
に
申
請
が
必
要
で
あ
る

が
、
そ
れ
は
グ
ル
ー
プ
に
加
入

す
る
子
会
社
の
事
業
年
度
末
ま

で
に
行
う
必
要
が
あ
る
。
連
結

の
範
囲
は
、
持
分
が
５０
％
超
で

か
つ
議
決
権
の
過
半
数
を
有
す

る
子
会
社
。
国
内
子
会
社
は
孫

会
社
も
含
ま
れ
る
が
、
外
国
子

会
社
は
子
会
社
の
み
。
３
年
以

内
に
子
会
社
が
グ
ル
ー
プ
か
ら

離
脱
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
子

会
社
が
当
初
か
ら
グ
ル
ー
プ
に

加
入
し
て
い
な
か
っ
た
も
の
と

し
た
修
正
申
告
を
要
す
る
。

③
所
得
計
算
（
損
益
通
算
）
の

概
要

国
内
子
会
社
の
所
得
・
欠
損

は
持
分
比
率
に
か
か
わ
ら
ず
、

全
額
合
算
さ
れ
る
。
そ
れ
に
対

し
、
外
国
子
会
社
の
場
合
は
欠

損
の
う
ち
持
分
割
合
分
が
合
算

さ
れ
る
（
黒
字
の
場
合
は
現
地

国
の
課
税
権
と
の
関
係
か
ら
、

オ
ー
ス
ト
リ
ア
で
は
課
税
さ
れ

な
い
）
。
外
国
子
会
社
が
現
地

国
の
翌
年
度
以
降
の
申
告
で
欠

損
金
を
控
除
し
た
場
合
は
、
親

会
社
側
で
は
そ
の
分
を
加
算
す

る
。

ハ
ン
ガ
リ
ー
の
個
人
所
得
税

１

概
要

国
税
収
入
に
占
め
る
個
人
所

得
税
の
割
合
は
約
１７
％
。
人
口

の
約
４５
％
に
あ
た
る
約
４
３
３

万
人
が
申
告
し
て
い
る
（
た
だ

し
、
給
与
所
得
者
は
会
社
が
申

告
）
。
所
得
は
大
き
く
①
累
進

総
合
課
税
さ
れ
る
所
得
（
第
一

分
類
の
所
得
、
勤
労
性
所
得
）

と
②
単
一
税
率
で
分
離
課
税
さ

れ
る
所
得
（
第
二
分
類
の
所

得
、
資
産
性
所
得
）
に
分
類
さ

れ
る
。
な
お
、
以
前
徴
収
が

別
々
で
あ
っ
た
社
会
保
険
料

が
、
４
年
前
か
ら
統
合
さ
れ
て

所
得
税
と
共
に
税
務
署
に
納
付

す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
日
本
に

お
い
て
社
会
保
険
庁
の
改
革
が

叫
ば
れ
て
い
る
が
、
社
会
的
経

済
的
背
景
は
異
な
る
も
の
の
参

考
と
な
る
か
も
し
れ
な
い
。

２

所
得
分
類
と
税
率

第
一
分
類
の
所
得
は
、
１
５

５
万
（
フ

ォ

リ

ン

ト
、
Ｈ
Ｆ

Ｕ
）
以
下
は
１８
％
、
そ
れ
を
超

え
る
分
は
３６
％
。
た
だ
し
、
２

０
０
６
年
９
月
よ
り
３６
％
が
４０

％
と
な
る
。
第
二
分
類
の
所
得

は
、
所
得
の
内
容
に
よ
り
税
率

が
異
な
り
、
主
な
も
の
と
し

て
、
譲

渡

所

得
２０
％
（
た

だ

し
、
一
定
金
額
以
下
の
動
産
売

買
等
は
非
課
税
）
。
利
子
所
得

は
現
在
０
％
（
２
０
０
６
年
９

月
か
ら
２０
％
と
な
る
）
。
配
当

所
得
２０
％
。
少
額
所
得
３８
％
。

二
元
的
所
得
税
的
発
想
が
窺
わ

れ
る
。

３

必
要
経
費

特
徴
と
し
て
は
、
給
与
所
得

者
に
つ
い
て
、
出
張
で
使
用
す

る
自
家
用
車
の
費
用
の
一
部
が

控
除
可
能
な
こ
と
、
個
人
事
業

者
に
つ
い
て
、
実
額
控
除
と
概

算
計
算
（
業
種
に
よ
り
み
な
し

利
益
率
が
規
定
さ
れ
て
い
る
）

の
選
択
が
可
能
で
あ
る
こ
と
が

挙
げ
ら
れ
る
。

４

福
利
厚
生
費
課
税

こ
れ
は
、
従
業
員
が
会
社
か

ら
受
け
た
業
務
上
の
贈
答
、
接

待
等
に
つ
い
て
、
１
年
間
で
４０

万
Ｈ
Ｆ
Ｕ
ま
で
非
課
税
で
あ
る

が
、
そ
れ
を
超
え
る
分
は
経
済

的
利
益
と
し
て
４４
％
が
所
得
税

の
対
象
と
な
る
が
、
こ
の
税
額

は
会
社
が
納
付
す
る
。

ハ
ン
ガ
リ
ー
特
有
の
制
度
で

あ
る
が
、
視
察
し
た
マ
ジ
ャ
ー

ル
・
ス
ズ
キ
に
お
い
て
は
、
法
人

税
は
納
付
し
て
い
な
い（
一
定
金

額
以
上
の
設
備
投
資
等
に
よ
り

法
人
税
は
非
課
税
と
な
る
）
、

こ
の
税
金
は
多
額
に
納
付
し
て

い
る
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

（
注
）
本
稿
は
、
視
察
団
全
員

の
努
力
の
結
晶
で
あ
る
視
察

報
告
書
（
視
察
中
に
完
成
）

を
参
考
に
し
て
い
る
。

オ
ー
ス
ト
リ
ア
、ハ
ン
ガ
リ
ー
の

税
制
視
察
報
告

鶴田泰三
【京橋】
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